
 

9 月 7 日から開催されている県議会第 3 回定例

会において、日本共産党県議団は、9月 14 日に君

嶋ちかこ議員(川崎市中原区)、16 日に上野たつ

や議員(横浜市神奈川区)が本会議で知事に質問を

しました。

新型コロナの影響で、生活に困窮した方が多く、

生活福祉資金への申請が急増しています。

そもそも生活福祉資金貸付制度は、低所得者や

高齢者、障がい者の生活を経済的に支えることを

主な目的としており、市区町村社会福祉協議会が

窓口となり、都道府県社会福祉協議会が制度の実

施をしています。

新型コロナの影響でこの貸付制度の対象世帯が

拡大したこともあり、申請数が急増しました。

昨年度一年間で、県社協が受付したのは、緊急

小口資金 197 件、総合支援資金 5 件でしたが、今

年度４月から７月までで緊急小口資金 37,788 件、

総合支援資金 13,772 件と 4カ月間だけで約 255.2

倍に膨れ上がりました。

そのため県社会福祉協議会の職員体制では足り

ず、県職員が支援に入っていますが、事務作業が

追いつかない状況です。

県議団には「通帳に 48円しか残っていません」

「審査の加速を求めて下さい」「コロナで亡くな

るより自殺者の方が多くなります」など、悲痛な

訴えが寄せられています。

質問では、このような貸付制度の事務手続きの

改善を図るとともに、新型コロナの影響で生活困

窮に陥った方への貸付ではなく、「生活を保障す

る給付金制度の創設」を求めました。

知事は、「生活を保障する給付金」については、

国において検討されるべきもの、生活福祉資金制

度の充実や財源確保についても国に要望するとの

答弁にとどまりました。

7 月の豪雨では、三浦半島のがけ崩れが多発し

ています。

2002 年度の国の発表によると、神奈川県内に

は、がけの勾配 30 度以上、高さ 5m 以上、崩壊に

より被害の恐れがある家屋が 5 戸以上という危険

ながけ地が約 2,500 カ所あります。

この内、急傾斜地崩壊危険区域に指定され、こ
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れまでに工事が完了したのは、約 1,400 カ所。区

域指定されていないのは約 900 か所。区域指定し

たが未着手なのは約 50 カ所、工事途中は約 130

カ所となっており、いまだに 1,000 カ所以上が安

全性を確保できていません。

急傾斜地の防災工事を早めるよう予算の増額を

求めました。

知事は、豪雨災害の頻発化、激甚化が懸念され

るためスピードを早める必要があるとの認識を示

し、今年 2 月に「水防災戦略」を策定し、予算の

増額を図り整備を推進していること、県のがけ崩

れ対策の重要性を国に訴え、十分な予算確保をし

ていくと答弁をしました。

上野たつや議員は、横浜市のカジノ誘致に対し

て、カジノを期待した観光振興は成り立たないこ

と、住民から住民投票を求める直接請求が進めら

れていることに対して知事の見解を求めました。

新型コロナの影響で、横浜への進出の最有力候

補だった米ラスベガスサンズやウィンリゾーツの

撤退表明をしました。もはやインバウンド(外国

人の日本旅行)、観光振興としてのカジノ誘致は

成り立たないと指摘しました。

特に、横浜市が事業者の試算に基づき作成した

「横浜ＩＲの方向性」では、1,200 億円の収入増

を達成するために想定している訪問者数は、年間

4,000 万人で、これはユニバーサルスタジオジャ

パンの年間入場者数 1,494 万人を大きく上回り、

東京ディズニーリゾート3,255万人を凌ぐ数となっ

ていることを指摘し、そもそもこのような試算自

体が問題だと述べました。そして、新型コロナの

影響で、カジノが観光振興や地域経済を活性化す

ると言えない状況になっていると指摘しました。

さらに、現在横浜市では、カジノ誘致の是非を

問う住民投票条例や市長のリコールを求める直接

請求運動が起こっていることに触れ、市長と住民

の意見に乖離があり、市長が住民の意見を代表し

ていないからこのような取り組みが行われている

と述べ、知事は住民の意向に沿うべきだと求めま

した。

日本共産党県議団は、以前からアスベスト(石

綿)の問題について、被害の実態や解体工事の飛

散防止対策を取り上げ、被害への対応、規制の強

化、条例化を求めてきました。本県としても、今

年度条例化の方針が示されました。

また、今年、大気汚染防止法が改正され、「レ

ベル３石綿含有建材」が規制の対象になったこと

は、前進面だと思いますが、まだまだ不十分です。

レベル 3 建材は非常に多くの建物に使用されて

おり、今後、アスベスト含有建材の解体工事の多

くがレベル 3建材への対応となると予想されます。

アスベストの飛散防止の抜本的な対策のため、

作業実施届け、隔離養生、集じん・排気装置の使

用及び大気濃度測定等について、レベル３建材を

含めた全てのアスベスト含有建材を対象に義務化

を図る必要があると求めました。

9 月 24 日の本会議において、2019 年度一般会

計決算などを審議する決算特別委員となりました。

2019 年度は、県知事・県会議員選挙があり、

黒岩知事 3期目の最初の年でした。

黒岩知事の県政運営をしっかりとチェックし、

県民の要望を実現する県政に変えられるよう、しっ

かりと審議したいと思います。
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